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1. はじめに 

 小土被り地山において，地下水の影響下でのトンネ

ル掘削中に崩壊に至った例が報告されている 1)．地下水

面下でトンネルを掘削すると，掘削に伴う排水により

間隙水圧が変化し，地盤の応力状態が変化すると考え

られる．そのため，小土被りトンネルの掘削挙動の予

測には，地下水挙動に伴う応力の変化を考慮すること

が重要である．排水による間隙水圧の現象により有効

応力が増加し，地盤が塑性化しやすくなると考えられ

るが，既往研究では掘削中の地盤の応力状態について

詳細に検討したものは少ない．そこで本研究では，小

土被りトンネルについて，地下水挙動による地盤の応

力状態の変化が掘削挙動に与える影響を対象に，数値

解析により検討を行う． 

2. 解析概要 

 解析は，有限差分法による弾塑性解析で実施する．

本稿では，要素解析，全応力解析 (Case-1) ，および有

効応力解析 (Case-2） を実施する．要素解析は，排水

三軸圧縮試験を想定した一要素の解析である．得られ

た偏差応力-軸ひずみ関係（図-1）から，限界ひずみ 2)
0

と限界せん断ひずみ 3)
0を求める．これらは，実施工で

トンネルの安定性を評価するために広く用いられてい

る指標である．要素解析の結果から，過圧密比が 2 の

場合では，0 = 0.264 %，0 = 0.351 %となる． 

 解析モデルを図-2 に示す．トンネル直径 D = 10 m と

し，本検討では土被りは D とする．既往研究 4), 5)を参考

に，トンネル下方に 4D，側方に 12D の解析領域を設定

し，モデル下方にピン支承，側方にローラー支障を設

定する．Case-2 では，水理境界として，解析領域の上

端と右端を静水圧での水圧固定条件に，解析領域の下

端と左端を非排水条件に設定する．また，トンネル境

界での水理境界は，掘削の進行に合わせて，応力解放

率が 0 %では非排水，40 %で排水条件となるよう線形的

に間隙水圧を変化させた．地盤は修正 Cam-Clay モデル

による弾塑性体として表現する．また，地下水の挙動

は Darcy 則と Biot の多孔質弾性体理論 6)により表現す

る．解析に用いた物性値を表-1 に示す．OCR = 2 の地

盤について解析を行い，結果を比較，検討する． 

3. 解析結果と考察 

 応力解放率と天端の変位の関係（地山特性曲線）と， 

 

 

 

 

図-1 要素解析の結果 

 

 

 

図-2 解析メッシュ，解析領域と境界条件 

 

表-1 本解析で用いた物性値 

乾燥密度 [kg/m3] 1805 膨潤指数 0.0022 

土粒子の比重 2.65 過圧密比 2 

空隙率 0.319 側圧係数 0.5 

限界状態の応力比 1.2 ポアソン比 0.33 

圧縮指数 0.03 透水係数 [cm/s] 1.0×10-4 
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偏差応力-軸ひずみ関係

体積ひずみ-せん断ひずみ関係

水圧固定 非排水 要素数 7200 節点数 7371 
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各ケースでの限界ひずみを図-3 に示す．有効応力解析

(Case-2) では，応力解放率 40 %ほどで変位が大きくな

りはじめ，最終的に全応力解析 (Case-1) と比較して著

しく大きな変位が生じている．また，Case-1 では応力

解放率 70 %ほどで，Case-2では応力解放率 60 %ほどで，

それぞれ限界ひずみに達している． 

 応力解放率 80 %における最大せん断ひずみの分布を

図-4 に示す．Case-2 では Case-1 より全体的にひずみが

大きく，限界せん断ひずみに達している範囲も広い． 

 トンネルの天端とスプリングライン（以下 S. L.）に

おける，各ケースでの有効応力経路を図-5 に示す．応

力解放率 5 %ごとに点をプロットしている．Case-1 では，

天端は降伏状態に達しておらず，S. L.は応力解放率

70 %で降伏状態に達している．Case-1 では，応力解放

率 70 %程度までは，地盤は弾性挙動に留まっていると

考えられる．Case-2 では，天端は降伏状態に達してい

ないが，S. L.は応力解放率 40 %で降伏に至っている．

地下水の影響で Case-1 より小さい応力解放率で地盤が

塑性化しており，結果として Case-1 より天端変位や最

大せん断ひずみが大きくなっていると考えられる．ま

た，この時の応力解放率は，地山特性曲線が限界ひず

みに達する時の応力解放率より小さいため，限界ひず

み到達前に地山が塑性化しており，トンネルの安定性

が低下することへの注意が必要だと考えられる．一方

で，Case-2 では応力解放率 0 ~ 40 %で平均有効応力が増

加して応力経路が限界状態線から遠ざかっていること

から，排水により有効応力が増加することで，応力状

態はせん断破壊に対しては安全になっていると考えら

れる． 

4. おわりに 

 本研究では，小土被りトンネルの掘削に伴う地下水

の排水が，地盤の応力状態とトンネル掘削挙動に与え

る影響を，数値解析により検討した．解析結果から，

排水により間隙水圧が減少して有効応力が増加し，地

盤が塑性化しやすくなることがわかった．また，地下

水面下での小土被りトンネルの掘削では，限界ひずみ

による評価だけでは，トンネルの安全性を判断するに

は不十分な可能性があることがわかった． 
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図-3 地山特性曲線 

 

 

図-4 最大せん断ひずみの分布（応力解放率 80 %） 

 

    (a) 天端       (b) スプリングライン 

    

 

図-5 有効応力経路 
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